
第２章 指定基準の概要

○ 基準条例の制定

従前、指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの事業の人員、設備、運営等に関する基準等について

は、厚生省令及び厚生労働省令により全国一律の基準等が定められていましたが、「地域の自主性及び自立

性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成23年法律第37号。いわゆる

「第１次一括法」）及び「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」により、

「介護保険法」が改正され、各地方自治体において、当該基準等を条例で定めることとなり、道では、次の

とおり当該基準等を定める条例を制定しました。

道内に所在する指定居宅サービス事業者等は、次の条例に定められた基準等に従った事業運営を行わなけ

ればなりません。

・ 北海道指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年北海

道条例第95号）

・ 北海道指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成24年

北海道条例第96号）

＊道の独自基準について

道の独自基準として、「事故発生の防止及び発生時の対応（事故が利用者の死亡事故その他重大な事

故であるときの速やかな道への報告義務）」及び「非常災害対策（非常災害に係る対策を講ずるに当た

っては、地域の特性等を考慮して、地震災害、津波災害、風水害その他の自然災害に係る対策を含むも

のとする義務）」について定めています。詳しくは高齢者保健福祉課のホームページをご覧ください。

（URL：https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sus/shitei/hijousaigaitaisakukeikakusakutei.html）

・ 指定基準の概要はＰ１３～Ｐ４７の指定基準一覧表を参照するほか、関係法令等を入手の上、内容を把

握してください。

関係法令等は、北海道のホームページ及び厚生労働省のホームページ（http://www.mhlw.go.jp）等にお

いて閲覧・入手することができます。

・ 指定を受けた後、指導監査により、指定申請に虚偽の内容があったことや、関係法令の規定事項を遵守

した適正な事業運営がなされていないことなどが判明した場合には、事業所に対する改善勧告や指定取消

等の処分が行われることがあります。

また、指定後に基準を満たさなくなった際には、介護報酬の減算が必要となる場合もありますので、十

分留意してください。

・ なお、入所系や通所系の指定申請に際しては、非常災害対策計画（消防法施行規則第３条に規定する

消防計画（これに準じる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画）を策定するこ

とを道の基準条例で義務づけています。

・ 昨今の自然災害の被害増大を踏まえ、利用者と従業員保護のため、平成３０年１月以降指定申請する

これらサービス事業者は、申請書類に非常災害対策計画の添付が必要ですので、ご承知おき願います。（詳

しくは、次ページ記載の高齢者保健福祉課ホームページを参照願います）
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＜各施設・事業所の皆様へ＞

非常災害対策は万全ですか？

自力避難困難な方が多く利用されている施設・事業所（（非常災害対策計画が義務
付けされていない訪問系・相談系は除く）、以下「施設等」という。）においては、
利用者の安全を確保するために、火災や地震、風水害のほか、地域の特性等を考慮し
た自然災害に係る対策を含む非常災害対策計画の策定と定期的な避難等訓練の実施が
必要です。
道では、平成３０年１月１日以降提出する事業開始申請書類等（認可・届出を含む）

に非常災害対策計画を添付し、各所管の総合振興局（振興局）に提出していただくこ
とにしましたので、ご協力をお願いします。

１ 新規に事業を開始する前に施設等の立地場所を確認しましょう
新規に事業を開始する前に、施設等の立地場所が、土砂災害、地震災害、津波災

害、火山災害、風水害等の自然災害や原子力災害が予想される区域に該当しないか、
避難場所、避難経路等について、各市町村が作成しているハザードマップ（防災マ
ップ）等で確認してください。

参考としていただきたい指標の例

・各市町村作成のハザードマップ（防災マップ）
・全国の地方公共団体のハザードマップ（リンク集）
・施設等の立地場所に係る災害時の危険区域等
・水害関係に係る国土交通省のホームページ
・土砂災害関係に係る国土交通省のホームページ
・津波災害関係に係る国土交通省のホームページ

２ 指定申請時等（認可・届出を含む）に非常災害対策計画を策定しなければ
なりません！
新規事業者は、非常災害対策計画（消防法施行規則第３条に規定する消防計画（こ

れに準じる計画を含む。）及び風水害、地震等の災害に対処するための計画）を策
定することが、道の各種条例で義務づけられています。
事業者は施設等の立地場所を踏まえ、下記の手引を参考に、指定申請時等までに

必ず計画を策定し、指定申請書（許可申請・届出含む）に添付の上、各所管の総合
振興局（振興局）に提出してください。

※非常災害計画策定に当たって参考にしてください。

○北海道保健福祉部高齢者支援局高齢者保健福祉課のホームページ

【URL：https://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/khf/sus/shitei/hijousaigaitaisakukeikakusakutei.html】

災害はいつやってくるか、わかりません。
速やかに、非常災害対策計画を策定しましょう！
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種別
基準省
令

基準条
例

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） ○ ○

介護老人保健施設 ○ ○

介護療養型医療施設 ○ ○

介護医療院 ○ ○

短期入所生活介護 ○ ○

短期入所療養介護（通常） ○ ○

特定施設入居者生活介護 ○ ○

通所介護 ○ ○

通所リハビリテーション（通常） ○ ○

※訪問系・相談系は除く。

高
齢
者
施
設

入所系

通所系

区分
番号 施設・事業所の詳細種別

非常災害計画策定根拠

　　　　新規指定申請時に非常災害対策計画を添付しなければならない
　　　　対象施設・事業所一覧

介護保険法

介護保険法
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（参考）

事業者指定及び介護報酬等に関する主な国の関係法令等

関係法令等の入手方法

○ ホームページ

▼独立行政法人福祉医療機構 htt p : / / w w w . w a m . g o . j p

▼厚生労働省 http://www.mhlw.go.jp

○ 官報販売

▼札幌政府刊行物サービス・センター

札幌市北区北８条西２丁目１の１（札幌第１合同庁舎）

電話：０１１－７０９－２４０１

▼北海道官報販売所

札幌市中央区大通西１１丁目４の２３（大通パークビル１Ｆ）

電話：０１１－２３１－０９７５

○ その他一般に出版の介護保険制度に関する解説書等に掲載されています。

【基本法】

● 介護保険法（平成９年法律第１２３号）

● 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）

● 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）

【事業者関係】

● 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号）

● 指定居宅サービス及び指定介護予防サービスに関する基準について（平成１１年老企第２５号）

● 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号）

● 介護保険法施行規則等の一部を改正する省令附則第２条第３号及び第４条第３号の規定によりなおそ

の効力を有するものとされた指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する省令（平成１８

年厚生労働省令第３５号、平成２７年厚生労働省令第４号）

○ 指定訪問介護事業所の事業運営の取扱等について（平成１２年老振第７６号）

○ 通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて（平成１２年老企第５４号）

○ 居住、滞在及び食事の提供に係る利用料等に関する指針（平成１７年厚生労働省告示第４１９号）

○ 介護保険施設等における日常生活費等の受領について（平成１２年老振第７５号・老健第１２２号）

○ 介護保険施設等におけるおむつ代に係る利用料の徴収について（平成１２年老振第２５号・老健第

９４号）

○ 介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（平成１１年老企第２９号）

○ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号）

○ 介護老人保健施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４０号）

○ 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４１号）

○ 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４６号）

○ 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１２年老企第４３号）

○ 介護老人保健施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１２年老企第４４号）

○ 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５号）

○ 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１２年老企第４５号）

○ 特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について（平成１２年老発第２１４号）
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【保険給付・介護報酬関係】

● 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９号）

● 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の基準並びに通所介護費等の算定方法（平

成１２年厚生省告示第２７号）

● 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１２７号）

○ 介護給付費及び公費負担医療等に関する費用の請求に関する省令（平成１２年厚生省令第２０号）

○ 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準（平成１２年厚生省告示第２１号）

○ 厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成１２年厚生省告示第２２号）

○ 厚生労働大臣が定める者等（平成１２年厚生省告示第２３号）

○ 厚生労働大臣が定める地域（平成１２年厚生省告示第２４号）

○ 厚生労働大臣が定める基準（平成１２年厚生省告示第２５号）

○ 厚生労働大臣が定める施設基準（平成１２年厚生省告示第２６号）

○ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の基準並びに通所介護費等の算定方法の規

定に基づき厚生労働大臣が定める地域（平成１２年厚生省告示第２８号）

○ 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成１２年厚生省告示第２９号）

○ 厚生労働大臣が定める特定診療費に係る指導管理及び単位数（平成１２年厚生省告示第３０号）

○ 厚生労働大臣が定める特定診療費に係る施設基準（平成１２年厚生省告示第３１号）

○ 厚生労働大臣が定める特定診療費に係る特別食及び特別な薬剤（平成１２年厚生省告示第３２号）

○ 厚生労働大臣が定める特例居宅介護サービス費等の支給に係る離島その他の地域の基準第６号の規定

に基づき厚生労働大臣が定める地域（平成１２年厚生省告示第５３号）

○ 厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成１１年厚

生省告示第９３号）

○ 居宅介護サービス費区分支給限度基準額及び居宅支援サービス費区分支給限度基準額（平成１２年厚

生省告示第３３号）

○ 居宅介護福祉用具購入費支給限度基準額及び居宅支援福祉用具購入費支給限度基準額（平成１２年厚

生省告示第３４号）

○ 居宅介護住宅改修費支給限度基準額及び居宅支援住宅改修費支給限度基準額（平成１２年厚生省告示

第３５号）

○ 介護保険の給付対象となる福祉用具及び住宅改修の取扱いについて（平成１２年老企第３４号）

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス及び居宅療養管理指導及

び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う

実施上の留意事項について（平成１２年老企第３６号）

○ 指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引の取扱いについて（平成１２年老企第３９号）

○ 訪問介護におけるサービス行為ごとの区分等について（平成１２年老計第１０号）

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活

介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の

留意事項について（平成１２年老企第４０号）

○ 指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

（平成１８年老計発第0317001号、老振発第0317001号、老老発第0317001号）

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定居宅介護支援に要する費用の額の算定

に関する基準、指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防サービスに要

する費用の額の算定に関する基準、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準、指定

介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準、指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定

に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域

密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う介護給付費算定に係る体制

等に関する届出における留意点について（平成１２年老企第４１号）

○ 特定診療費の算定に関する留意事項について（平成１２年老企第５８号）

○ 医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等に

ついて（平成１８年老老発第0428001号、保医発第0428001号、保医発第0630001号）

○ 介護老人保健施設入所者に係る往診及び通院（対診）について（平成１２年老企第５９号）

○ 介護給付費請求書等の記載要領について（平成１３年老老発第３１号）

○ 平成２１年４月介護報酬改定にかかる請求書・請求明細書の記載例について（平成２１．３事務連絡）

※ ●は指定申請に当たって特に重要と判断される法令等です。
事業運営に当たって、上記に記載のない関係法令についても遵守してください。
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１ 訪問介護

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 訪問介護

申請者要件 法人

人員基準 区分 職種・資格 員数

従業者 ・訪問介護員等 ・２．５名以上
介護福祉士又は法第8条第2項に規定する厚生 （常勤換算方法）
労働省令で定める者 ＜ 40人につき一人＞

① 介護職員初任者研修修了者 ①常勤の訪問介護員等のうち、 利用者数（前３月の平均値（新規指定の場合は推定数））が、40 人又は
② 介護職員基礎研修修了者 その端数を増す毎に 1 人以上。
③ 訪問介護員養成研修(1～2級課程)修了者 ②利用者の数が 40 人を超える事業所は常勤換算とすることができる。
④ 看護師及び准看護師 ｻｰﾋﾞｽ提供責任者の員数=利用者数／ 40 以上（少数第一位に切り上げ）ただし常勤換算する場合、次

の員数以上の常勤のサービス提供責任者を配置すること。
サービス提供 ・訪問介護員等のうち次 ･利用者数 41~200 人 常勤換算しない場合に必要となるサービス提供責任者の数から１を減じた数以
責任者 のいずれかの者 上

① 介護福祉士 ･利用者数 200 人~ 常勤換算しない場合に必要となるサービス提供責任者の数× 2/3 以上（少数第一
② 社会福祉士法及び介護福祉士法第 40 条第 位に切り上げ）

2 項第 5 号に規定する者(実務者研修修 配置は解釈通知別表１「常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数」の
了者) とおり

③ 介護職員基礎研修修了者 ＜ 50人につき一人＞
④ 訪問介護員養成研修1級課程修了者 以下の要件を満たす場合には、利用者 50 人につき 1 人
⑤ 看護師及び准看護師 ①常勤のサービス提供責任者を 3 人以上配置

②サービス提供責任者の業務に主として従事する者を１人以上配置
③サービス提供責任者が行う業務が効率的に行われている場合
配置は解釈通知別表１「常勤換算方法を採用する事業所で必要となる常勤のサービス提供責任者数（居

宅基準「第 5 条第 5 項の規定の適用を受ける指定訪問介護事業所の場合」のとおり

管理者 ・常勤専従１名
管理上支障がない場合当該事業所の他職務､又は､同一敷地内の他事業所･施設の職務に従事可 ※ 共生型訪問介護

設備基準 ・必要な広さの専用区画 ・必要な設備及び備品等 平成30年４月の介護保

険制度改正により、障が

運営基準 内容 道条例 国省令 い者福祉制度（障害者総

・内容及び手続の説明及び同意 第９条 第８条 合支援法等）に基づく指

・提供拒否の禁止 第１０条 第９条 定を受けている事業所

・サービス提供困難時の対応 第１１条 第１０条 が、一定の基準を満たし

・受給資格等の確認 第１２条 第１１条 た場合、介護保険法に基

・要介護認定の申請に係る援助 第１３条 第１２条 づく指定を受けることに

・要支援認定の申請に係る援助 － － より、介護保険の事業（共

・心身の状況等の把握 第１４条 第１３条 生型サービス）を行うこ

・居宅介護（介護予防）支援事業者等との連携 第１５条 第１４条 とが可能になりました。

・法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 第１６条 第１５条
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 指定申請の際に必要と

・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条 第１６条 される従業員の員数は、

・居宅（介護予防）サービス計画等の変更の援助 第１８条 第１７条 共生型訪問介護を受ける

・身分を証する書類の携行 第１９条 第１８条 利用者の数と、既に指定

・サービスの提供の記録 第２０条 第１９条 を受けている指定居宅介

・利用料等の受領 第２１条 第２０条 護事業所等の利用者の数

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条 第２１条 の合計が、当該指定居宅

・指定訪問介護の基本取扱方針 第２３条 第２２条 介護事業所等として必要

・指定訪問介護の具体的取扱方針 第２４条 第２３条 とされる数以上であるこ

・訪問介護計画の作成 第２５条 第２４条 とです。

・同居家族に対するサービス提供の禁止 第２６条 第２５条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条 第２６条 必要とされる従業員の

・緊急時等の対応 第２８条 第２７条 員数は、既に指定を受け

・管理者及びサービス提供責任者の責務 第２９条 第２８条 ているサービス毎に異な

・運営規程 第３０条 第２９条 りますので、時間的な余

・介護等の総合的な提供 第３１条 第２９条の２ 裕を持って所管総合振興

・勤務体制の確保等 第３２条 第３０条 局（振興局）へ事前に相

・衛生管理等 第３３条 第３１条 談してください。

・掲示 第３４条 第３２条
・秘密保持等 第３５条 第３３条
・広告 第３６条 第３４条
・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条 第３５条
・苦情処理 第３８条 第３６条
・地域との連携 第３９条 第３６条の２
・事故発生時の対応 第４０条 第３７条
・会計の区分 第４１条 第３８条
・記録の整備 第４２条 第３９条
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２ 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 訪問入浴介護 介 護 予 防 訪 問 入 浴 介 護

申請者要件 法人 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数等 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・看護師又は准看護師 ・１名以上 常勤１名以上 ･１名以上 常勤１

名以上

・介護職員 ・２名以上 ･１名以上

管理者 ・常勤専従１名 訪問入浴介護の事業と同一の事業者により

管理上支障がない場合､当該事業所の他職務､又 同一の事業所において一体的に運営されて

は､同一敷地内の他事業所･施設の職務に従事可 いる場合については､左に掲げる人員､設

備に関する基準を満たすことをもって基準

設備基準 ・必要な広さの専用区画 を満たしているとみなすことができる｡

・必要な浴槽等の設備及び備品等

運営基準 内 容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）

・提供拒否の禁止 第１０条（準用 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）

・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）

・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用) 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）

・心身状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）

・居宅介護（介護予防）支援事業者等との連携 第１５条（準用) 第１４条（準用） 第１５条（準用） 第１４条（準用）

・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －

・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － 第１６条（準用） 第１５条（準用）

・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）

・居宅（介護予防）サービス計画等の変更の援助 第１８条（準用） 第１７条（準用） 第１８条（準用） 第１７条（準用）

・身分を証する書類の携行 第１９条（準用） 第１８条（準用） 第１９条（準用） 第１８条（準用）

・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）

・利用料等の受領 第５２条 第４８条 第５２条 第５０条

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）

・指定訪問入浴介護の基本取扱方針 第５３条 第４９条 － －

・指定介護予防訪問入浴介護の基本取扱方針 － － 第５８条 第５６条

・指定訪問入浴介護の具体的取扱方針 第５４条 第５０条 － －

・指定介護予防訪問入浴介護の具体的取扱方針 － － 第５９条 第５７条

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）

・緊急時等の対応 第５５条 第５１条 第５３条 第５１条

・管理者の責務 第５６条 第５２条 第５４条 第５２条

・運営規程 第５７条 第５３条 第５５条 第５３条

・勤務体制の確保等 第３２条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用） 第２８条（準用）

・衛生管理等 第３３条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用）

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）

・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用）

・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・事故発生時の対応 第３９条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４０条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）

・記録の整備 第５８条 第５３条の２ 第５６条 第５４条
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３－１ 訪問看護・介護予防訪問看護（訪問看護ステーション）

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 訪問看護 介護予防訪問看護

申請者要件 法人・病院又は診療所の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数等 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・保健師、看護師又は准看 ・２．５名以上（常勤換算方法） 訪問看護の事業と
護師 ・常勤１名以上 同一の事業者によ

※定期巡回･随時対応型訪問介護看護事業所又は複合型ｻｰﾋﾞ り同一の事業所に
ｽ事業所が､訪問看護事業所の指定を併せて受け､かつ両事業が おいて一体的に運
一体的に運営されている場合には､定期巡回･随時対応型訪問介 営されている場合
護看護事業所又は複合型ｻｰﾋﾞｽ事業所に必要な看護師等を配 については、左に
置していることをもって配置基準を満たしているものとみなす。 掲げる人員、設備

に関する基準を満
・理学療法士、作業療法士 ・実情に応じた適当数 たすことをもって
又は言語聴覚士 基準を満たしてい

るとみなすことが
管理者 ・保健師又は看護師 ・常勤専従１名 できる。

やむを得ない場合はこ 管理上支障がない場合､当該事業所の他職務､又
の限りではない。 は､同一敷地内の他事業所･施設の職務に従事可

・必要な知識及び技能を有する
者

設備基準 ・必要な広さの専用事務室
（同一敷地内の他の事業所等と兼用する場合は必要な広さの専用区画）

・必要な設備及び備品等

内容 道条例 国省令 道条例 国省令
運営基準

・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第６８条 第６３条 第６８条 第６６条
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・居宅介護（予防介護）支援事業者等との連携 第６９条 第６４条 第６９条 第６７条
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・居宅（介護予防）サービス計画等の変更の援助 第１８条（準用） 第１７条（準用） 第１８条（準用） 第１７条（準用）
・身分を証する書類の携行 第１９条（準用） 第１８条（準用） 第１９条（準用） 第１８条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第７０条 第６６条 第７０条 第６９条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定訪問看護の基本取扱方針 第７１条 第６７条 － －
・指定介護予防訪問看護の基本取扱方針 － － 第７６条 第７５条
・指定訪問看護の具体的取扱方針 第７２条 第６８条 － －
・指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針 － － 第７７条 第７６条
・主治の医師との関係 第７３条 第６９条 第７８条 第７７条
・訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 第７４条 第７０条 － －
・同居家族に対する訪問看護の禁止 第７５条 第７１条 － －
・同居家族に対するサービス提供の禁止 － － 第７１条 第７０条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・緊急時等の対応 第７６条 第７２条 第７２条 第７１条
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第７７条 第７３条 第７３条 第７２条
・勤務体制の確保等 第３２条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用） 第２８条（準用）
・衛生管理等 第３３条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用）
・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第７８条 第７３条の２ 第７４条 第７３条
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３－２ 訪問看護・介護予防訪問看護（病院又は診療所である指定訪問看護事業所）

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 訪問看護 介護予防訪問看護

申請者要件 病院又は診療所の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数等 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・保健師、看護師又は准看護 ・適当数 訪問看護の事業と同一の事業者により同

師 一の事業所において一体的に運営されて

いる場合については､左に掲げる人員､

設備に関する基準を満たすことをもって

設備基準 ・必要な広さの専用区画 基準を満たしているとみなすことができ

・必要な設備及び備品等 る｡

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）

・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）

・サービス提供困難時の対応 第６８条 第６３条 第６８条 第６６条

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）

・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）

・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）

・居宅介護（予防介護）支援事業者等との連携 第６９条 第６４条 第６９条 第６７条

・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －

・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）

・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）

・居宅（介護予防）サービス計画等の変更の援助 第１８条（準用） 第１７条（準用） 第１８条（準用） 第１７条（準用）

・身分を証する書類の携行 第１９条（準用） 第１８条（準用） 第１９条（準用） 第１８条（準用）

・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）

・利用料等の受領 第７０条 第６６条 第７０条 第６９条

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）

・指定訪問看護の基本取扱方針 第７１条 第６７条 － －

・指定介護予防訪問看護の基本取扱方針 － － 第７６条 第７５条

・指定訪問看護の具体的取扱方針 第７２条 第６８条 － －

・指定介護予防訪問看護の具体的取扱方針 － － 第７７条 第７６条

・主治の医師との関係 第７３条 第６９条 第７８条 第７７条

・訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 第７４条 第７０条 － －

・同居家族に対する訪問看護の禁止 第７５条 第７１条 － －

・同居家族に対するサービス提供の禁止 － － 第７１条 第７０条

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）

・緊急時等の対応 第７６条 第７２条 第７２条 第７１条

・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）

・運営規程 第７７条 第７３条 第７３条 第７２条

・勤務体制の確保等 第３２条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用） 第２８条（準用）

・衛生管理等 第３３条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用）

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）

・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用）

・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）

・記録の整備 第７８条 第７３条の２ 第７４条 第７３条

18



４ 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 訪問リハビリテーション 介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

申請者要件 病院・診療所、老人保健施設又は介護医療院の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数等 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師 ・常勤で１以上 訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝの事業と同

一の事業者により同一の事業所におい

・理学療法士、作業療法士又は言語聴 ・１以上 て一体的に運営されている場合につい

覚士 ては､左に掲げる人員､設備に関する

基準を満たすことをもって基準を満た

設備基準 ・病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院 しているとみなすことができる｡

・必要な広さの専用区画

・必要な設備及び備品等

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）

・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）

・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２（準用） 第１１条（準用）

・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）

・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４條（準用） 第１３条（準用）

・居宅介護（介護予防）支援事業者等との連携 第６９条（準用） 第６４条（準用） 第６９条（準用） 第６７条（準用）

・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －

・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）

・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）

・居宅（介護予防）サービス計画等の変更の援助 第１８条（準用） 第１７条（準用） 第１８条（準用） 第１７条（準用）

・身分を証する書類の携行 第１９条（準用） 第１８条（準用） 第１９条（準用） 第１８条（準用）

・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）

・利用料等の受領 第８３条 第７８条 第８２条 第８１条

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）

・指定訪問リハビリテーションの基本取扱方針 第８４条 第７９条 － －

・指 定 介 護 予 防 訪 問 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ の 基 本 的 取 扱 方 針 － － 第８６条 第８５条

・指定訪問リハビリテーションの具体的取扱方針 第８５条 第８０条 － －

・指 定 介 護 予 防 訪 問 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第８７条 第８６条

・訪問リハビリテーション計画の作成 第８６条 第８１条 － －

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）

・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）

・運営規程 第８７条 第８２条 第８３条 第８２条

・勤務体制の確保等 第３２条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用） 第２８条（準用）

・衛生管理等 第３３条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用）

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）

・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）

・記録の整備 第８８条 第８２条の２ 第８４条 第８３条
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５－１ 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導（病院又は診療所である指定居宅療養管理指導事業所）

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 居宅療養管理指導 介護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導

申請者要件 病院又は診療所の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師又は歯科医師 ・１名以上 居宅療養管理指導の事業と同一の事業者

により同一の事業所において一体的に運

・薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士 ・内容に応じた適当 営されている場合については､左に掲げ

数 る人員､設備に関する基準を満たすこと

をもって基準を満たしているとみなすこ

設備基準 ・病院又は診療所 とができる｡

・必要な広さ

・必要な設備及び備品等

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）

・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）

・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）

・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）

・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）

・居宅介護（介護予防）支援事業者等との連携 第６９条（準用） 第６４条（準用） 第６９条（準用） 第６７条（準用）

・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）

・身分を証する書類の携行 第１９条（準用） 第１８条（準用） 第１９条（準用） 第１８条（準用）

・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）

・利用料等の受領 第９３条 第８７条 第９１条 第９０条

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）

・指定居宅療養管理指導の基本取扱方針 第９４条 第８８条 － －

・指 定 介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導 の 基 本 取 扱 方 針 － － 第９５条 第９４条

・指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針 第９５条 第８９条 － －

・指 定 介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第９６条 第９５条

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）

・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）

・運営規程 第９６条 第９０条 第９２条 第９１条

・勤務体制の確保等 第３２条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用） 第２８条（準用）

・衛生管理等 第３３条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用）

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）

・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）

・記録の整備 第９７条 第９０条の２ 第９３条 第９２条
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５－２ 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導（薬局である指定居宅療養管理指導事業所）

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 居宅療養管理指導 介護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導

申請者要件 薬局の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・薬剤師 ・１名以上 居宅療養管理指導の事業と同一の事業者

により同一の事業所において一体的に運

設備基準 ・薬局 営されている場合については､左に掲げ

・必要な広さ る人員､設備に関する基準を満たすこと

・必要な設備及び備品等 をもって基準を満たしているとみなすこ

とができる｡

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）

・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）

・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）

・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）

・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）

・居宅介護（介護予防）支援事業者等との連携 第６９条（準用） 第６４条（準用） 第６９条（準用） 第６７条（準用）

・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）

・身分を証する書類の携行 第１９条（準用） 第１８条（準用） 第１９条（準用） 第１８条（準用）

・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）

・利用料等の受領 第９３条 第８７条 第９１条 第９０条

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）

・指定居宅療養管理指導の基本取扱方針 第９４条 第８８条 － －

・指 定 介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導 の 基 本 取 扱 方 針 － － 第９５条 第９４条

・指定居宅療養管理指導の具体的取扱方針 第９５条 第８９条 － －

・指 定 介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第９６条 第９５条

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）

・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）

・運営規程 第９６条 第９０条 第９２条 第９１条

・勤務体制の確保等 第３２条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用） 第２８条（準用）

・衛生管理等 第３３条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用 第２９条（準用）

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）

・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）

・記録の整備 第９７条 第９０条の２ 第９３条 第９２条
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６ 通所介護（利用定員１９人以上）

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 類 通所介護

申請者要件 法人であって､老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業を行う施設又は老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰを開設する者

人員基準 区分 職種・資格 員数等

従業者 ・生活相談員 ・提供時間数を通じて専従1名以上

・介護職員 ・単位ごとに提供時間数に応じて専従1名以上 うち１名以上は常勤
・利用者数が15人を超える場合は､15人を超える部分の利用者
の数を５で除した数に１を加えた数以上
・単位ごとに常時１人以上

・看 護 師 又 は 准 看 護 師 ・単位ごとに専従１名以上

・機 能 訓 練 指 導 員 ・１名以上
理学療法士､作業療法士､言語聴覚士､看護職員､柔道整復師又はあん摩ﾏｯｻーｼﾞ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有

する者
（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資
格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で6月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る)

管理者 ・常勤専従１名
管理上支障がない場合､当該事業所の他の職務又は､同一敷地内の他事業所･施設の職務に従事可

設備基準 ・食堂及び機能訓練室 ・合計面積が、利用定員×３㎡以上
・食事の提供､機能訓練に支障がない場合は､食堂及び機能訓練室が同一の場所でも可能

・相談室 ・遮へい物の設置等

・事務室、静養室

・消火設備その他非常災害に際して必要な設備並びに指定通所介護の提供に必要な設備及び備品等

・上記設備は当該事業所専用とすること(ｻｰﾋﾞｽの提供に支障がない場合は兼用可能)

運営基準 内容 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） ※ 共生型通所介護

・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 平成30年４月の介護保

・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 険制度改正により、障が

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） い者福祉制度（障害者総

・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） 合支援法等）に基づく指

・要支援認定の申請に係る援助 － － 定を受けている事業所

・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） が、一定の基準を満たし

・居宅介護（介護予防）支援事業者等との連携 第１５条（準用） 第１４条（準用） た場合、介護保険法に基

・法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 第１６条（準用） 第１５条（準用） づく指定を受けることに

・居 宅 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） より、介護保険の事業（共

・居宅サービス計画等の変更の援助 第１８条（準用） 第１７条（準用） 生型サービス）を行うこ

・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） とが可能になりました。

・利用料等の受領 第１０３条 第９６条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 指定申請の際に必要と

・指定通所介護の基本取扱方針 第１０４条 第９７条 される従業員の員数は、

・指定通所介護の具体的取扱方針 第１０５条 第９８条 共生型通所介護を受ける

・通所介護計画の作成 第１０６条 第９９条 利用者の数と、既に指定

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） を受けている指定生活介

・緊急時等の対応 第２８条（準用） 第２７条（準用） 護事業所等の利用者の数

・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） の合計が、当該指定生活

・運営規程 第１０７条 第１００条 介護事業所等として必要

・勤務体制の確保等 第１０８条 第１０１条 とされる数以上であるこ

・定員の遵守 第１０９条 第１０２条 とです。

・非常災害対策 第１１０条 第１０３条
・衛生管理等 第１１１条 第１０４条 必要とされる従業員の

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 員数は、既に指定を受け

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） ているサービス毎に異な

・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） りますので、時間的な余

・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 裕を持って所管総合振興

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 局（振興局）へ事前に相

・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 談してください。

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用）
・記録の整備 第１１２条 第１０４条の２
・安全管理体制等の確保 －
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７－１ 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション（診療所以外で行う通所リハビリテーショ
ン事業所）

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 通所リハビリテーション 介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

申請者要件 病院・診療所、老人保健施設又は介護医療院の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数等 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師 ・専任の常勤医師が１名以上 通所リハビリテー
ションの事業と同

・理学療法士、作業 ・単位ごとに提供時間帯を通じて利 一の事業者により
療法士、言語聴覚 用者の数が１０人までは専従１名 同一の事業所にお
士、看護師・准看 以上、利用者の数が１０人を超え いて一体的に運営
護師又は介護職員 る場合は、利用者の数を１０で除 されている場合に

した数以上 ついては、左に掲
・上記のうち専らリハビリテーショ げる人員、設備に
ンを提供する理学療法士、作業療 関する基準を満た
法士又は言語聴覚士が、利用者１ すことをもって、
００人又はその端数を増すごとに 基準を満たしてい
１人以上（１００人を下回る場合 るとみなすことが
も１人以上） できる。

設備基準 ・指定通所リハビリテーション ・３㎡×利用定員以上の面積
を行う専用の部屋等

・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備
・通所リハビリテーションに必要な専用の機械及び器具

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護（支援）認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・居宅介護（介護予防）支援事業者等との連携 第６９条（準用） 第６４条（準用） 第６９条（準用） 第６７条（準用）
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・居宅（介護予防）サービス計画等の変更の援助 第１８条（準用） 第１７条（準用） 第１８条（準用） 第１７条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第１０３条（準用） 第９６条（準用） 第１０１条（準用） 第１００条（準用）
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定通所リハビリテーションの基本取扱方針 第１３９条 第１１３条 － －
・指 定 介 護 予 防 通 所 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ の 基 本 方 針 － － 第１２５条 第１２４条
・指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針 第１４０条 第１１４条 － －
・指 定 介 護 予 防 通 所 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１２６条 第１２５条
・通所リハビリテーション計画の作成 第１４１条 第１１５条 － －
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・緊急時等の対応 第２８条（準用） 第２７条（準用） 第２５条（準用） 第２４条（準用）
・管理者等の責務 第１４２条 第１１６条 第１２０条 第１１９条
・運営規程 第１４３条 第１１７条 第１２１条 第１２０条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１０３条（準用） 第１０２条（準用）
・定員の遵守 第１０９条（準用） 第１０２条（準用） 第１０４条（準用） 第１０３条（準用）
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１４４条 第１１８条 第１２２条 第１２１条
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第１４５条 第１１８条の２ 第１２３条 第１２２条
・指 定 介 護 予 防 通 所 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ の 提 供 に 当 た っ て の 留 意 点 － － 第１２７条 第１２６条
・安全管理体制等の確保 － － 第１２８条 第１２７条
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７－２ 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション（診療所で行う指定通所リハビリテーシ
ョン事業所）

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 通所リハビリテーション 介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ

申請者要件 診療所の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数等 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師 ・専任の常勤医師が１名以上 通所リハビリテー
ションの事業と同

・理学療法士、作業 ・単位ごとに提供時間帯を通じて利 一の事業者により
療法士、言語聴覚 用者の数が１０人までは専従１名 同一の事業所にお
士、看護師・准看 以上、利用者の数が１０人を超え いて一体的に運営
護師又は介護職員 る場合は、利用者の数を１０で除 されている場合に

した数以上 ついては、左に掲
・上記のうち理学療法士、作業療法 げる人員、設備に
士、言語聴覚士又は経験看護師が 関する基準を満た
０．１人以上（常勤換算方法） すことをもって、

基準を満たしてい
るとみなすことが
できる。

設備基準 ・指定通所リハビリテーション ・３㎡×利用定員以上の面積
を行う専用の部屋等

・消火設備その他の非常災害に際して必要な設備
・通所リハビリテーションに必要な専用の機械及び器具

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護（支援）認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・居宅介護（介護予防）支援事業者等との連携 第６９条（準用） 第６４条（準用） 第６９条（準用） 第６７条（準用）
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・居宅（介護予防）サービス計画等の変更の援助 第１８条（準用） 第１７条（準用） 第１８条（準用） 第１７条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第１０３条（準用） 第９６条（準用） 第１０１条（準用） 第１００条（準用）
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定通所リハビリテーションの基本取扱方針 第１３９条 第１１３条 － －
・指 定 介 護 予 防 通 所 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ の 基 本 取 扱 方 針 － － 第１２５条 第１２４条
・指定通所リハビリテーションの具体的取扱方針 第１４０条 第１１４条 － －
・指 定 介 護 予 防 通 所 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１２６条 第１２５条
・通所リハビリテーション計画の作成 第１４１条 第１１５条 － －
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・緊急時等の対応 第２８条（準用） 第２７条（準用） 第２５条（準用） 第２４条（準用）
・管理者等の責務 第１４２条 第１１６条 第１２０条 第１１９条
・運営規程 第１４３条 第１１７条 第１２１条 第１２０条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１０３条（準用） 第１０２条（準用）
・定員の遵守 第１０９条（準用） 第１０２条（準用） 第１０４条（準用） 第１０３条（準用）
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１４４条 第１１８条 第１２２条 第１２１条
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第１４５条 第１１８条の２ 第１２３条 第１２２条
・指 定 介 護 予 防 通 所 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ ﾃ ｰ ｼ ｮ ﾝ の 提 供 に 当 た っ て の 留 意 点 － － 第１２７条 第１２６条
・安全管理体制等の確保 － － 第１２８条 第１２７条
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８－１ 短期入所生活介護・介護予防短期生活介護（８－２以外）

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 類 短期入所生活介護 介護予防短期入所生活介護

申請者要件 法人であって、老人短期入所事業を行う施設又は老人短期入所施設を設置 同左
する者

人員基準 区分 職種・資格 員数等 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等
（※１）

従業者 ・医師 ・１名以上 短期入所生活介護の
事業と同一の事業者

・生活相談員 ・利用者数が１００人又はその端数を増すごと により同一の事業所
に１名以上(常勤換算方法) において一体的に運

・常勤１名以上(定員20人未満の併設事業所を除く) 営されている場合に
ついては、左に掲げ

・介護職員 ・常勤１名以上 ・利用者数が３人 る人員、設備に関す
(定員20人未満の併設事業所を除く) 又はその端数を る基準を満たすこと

増すごとに１名 をもって基準を満た
・看護師又は ・常勤１名以上 以上(常勤換算方法) しているとみなすこ
准看護師 (定員20人未満の併設事業 所を除く) とができる。

・栄養士 ・１名以上 ※ 共生型（予防）短期

定員40人未満の事業所であって､他の施設等の栄養士との連携を図ることにより 入所生活介護

効果的な運営を期待でき､利用者の処遇に支障がない場合は､配置しなくても可
平成30年４月の介護保

・機能訓練指 ・１名以上 険制度改正により、障が

導員 ・理学療法士､作業療法士､言語聴覚士､看護職員､柔道整復師又はあん摩ﾏｯｻー い者福祉制度（障害者総

ｼﾞ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者 合支援法等）に基づく指

（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、 定を受けている事業所

柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業 が、一定の基準を満たし

所で6月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る) た場合、介護保険法に基

・当該事業所の他の職務に従事することができる づく指定を受けることに

より、介護保険の事業（共

・調理員その他の従業者 ・実情に応じた適当数 生型サービス）を行うこ

とが可能になりました。

管理者 ・常勤専従１名
管理上支障がない場合､当該事業所の他の職務又は､同一敷地内の他事業所･施設等 指定申請の際に必要と

の職務に従事可 される従業員の員数は、

共生型短期入所生活介護

設備基準 ・基本的事項 ・利用定員２０人以上(併設事業所の場合を除く)・専用の を受ける利用者の数と、

（※２） 居室を設けること(空床利用型を除く｡) 既に指定を受けている指

・耐火建築物とする。 定短期入所事業所等の利

ただし､以下の 1 又は 2 に該当する場合はこの限りではない｡ 用者の数の合計が、当該

1 次のいずれかの要件を満たす 2 階建て･平屋建ての場合は準耐火建築とすることができる｡ 指定短期入所事業所等と

（１） 居室等を 2 階､地階のいずれにも設けていない｡ して必要とされる数以上

（２） 居室等を 2 階又は地階に設けている場合であって次のいずれにも該当する場合 であることです。

ｱ 消防長等と相談し､非常災害に関する具体的計画に利用者の迅速かつ円滑な避難を確
保するために必要な事項を定めていること｡ 必要とされる従業員の

ｲ 非常災害に関する具体的計画に伴う避難訓練を昼間･夜間において行うこと｡ 員数は、既に指定を受け

ｳ 火災時の避難･消火等の協力を得ることについて､地域住民との連携体制が整備され ているサービス毎に異な

ていること｡ りますので、時間的な余

2 次のいずれかの要件を満たし､知事が専門的知識を有する者の意見を聴いて火災に係る安全 裕を持って所管総合振興

性が確保されていると認められる木造かつ平屋建ての事業所にあっては耐火建築物又は準耐火 局（振興局）へ事前に相

建築物であることを要しない｡ 談してください。

(1) ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備の設置､天井等内装に難燃性材料の使用により初期消火､延焼の抑
制に配慮した構造であること｡

（２）非常警報設備の設置等による火災の早期発見､通報体制が整備され円滑な消火活動が可
能であること｡

（３）避難口の増設等により円滑な避難が可能であり､避難訓練を頻繁に実施し､配置人員を増
員するなど火災時に円滑な避難が可能であること｡

・居室 ・定員４人以下
・１人当たり床面積１０．６５㎡以上
・日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災
等について十分考慮

・食堂及び機能訓練室 ・１人当たり合計面積３㎡以上
・食事の提供及び機能訓練に支障がない広さを
確保できる場合は、同一の場所でも可

・浴室 ・要介護者が入浴するのに適したもの

・便所 ・要介護者が使用するのに適したもの

・洗面設備 ・要介護者が使用するのに適したもの
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・その他 ・医務室、静養室、面談室、介護職員室、看護
職員室、調理室、洗濯室（又は洗濯場）、汚

物 処理室、介護材料室を設けること
・廊下幅１.８ｍ以上(中廊下幅２．７ｍ以上)
・常夜灯
・階段を設ける場合は、緩傾斜とする・消火設
備その他の非常災害用設備
・傾斜路1基以上(居室等が2階以上にある場合で､ｴﾚﾍﾞｰﾀｰを設けない場合)

・必要な設備及び備品等

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条 第１２５条 第１３４条 第１３３条
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条 第１２６条 第１３５条 第１３４条
・法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第１５４条 第１２７条 第１３６条 第１３５条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所生活介護の取扱方針 第１５５条 第１２８条 － －
・指定介護予防短期入所生活介護の基本取扱方針 － － 第１４４条 第１４３条
・指定介護予防短期入所生活介護の具体的取扱方針 － － 第１４５条 第１４４条
・短期入所生活介護計画の作成 第１５６条 第１２９条 － －
・介護 第１５７条 第１３０条 第１４６条 第１４５条
・食事 第１５８条 第１３１条 第１４７条 第１４６条
・機能訓練 第１５９条 第１３２条 第１４８条 第１４７条
・相談及び援助 第１６１条 第１３４条 第１５０条 第１４９条
・その他のサービスの提供 第１６２条 第１３５条 第１５１条 第１５０条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・身体拘束等の禁止 － － 第１３７条 第１３６条
・緊急時等の対応 第１６３条 第１３６条 第１３８条 第１３７条
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第１６４条 第１３７条 第１３９条 第１３８条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１０３条(準用) 第１０２条（準用）
・定員の遵守 第１６５条 第１３８条 第１４０条 第１３９条
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条(準用) 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１１１条（準用） 第１０４条（準用） 第１０６条(準用) 第１０５条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域等との連携 第１６６条 第１３９条 第１４１条 第１４０条
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第１６７条 第１３９条の２ 第１４２条 第１４１条

※１ 空床利用型事業所、併設事業所の取扱い

空床利用型事業所 ・従業者の員数は、利用者を当該特別養護老人ホームの入所者とみなした場合の
特別養護老人ホームにおける従業者の基準を満たす数以上とする。

併設事業所 ・医師、栄養士及び機能訓練指導員は、併設する本体施設に配置されている場合
であって、当該本体施設の事業に支障を来さない場合は、兼務可。

・生活相談員、介護職員、看護職員の員数は、併設する本体施設と指定短期入所
生活介護事業所として確保すべき員数を、当該本体施設の入所者と指定短期入
所生活介護事業所の利用者の合算数により必要とされる員数とする。

※２－① 食堂､機能訓練室､浴室､医務室､面談室､調理室､洗濯室(又は洗濯場)､汚物処理室､介護材料室は､他の社会福祉施設等の設備を利用することにより効率的運営が可能であり､処遇上支障が
ない場合は､設けなくても可｡

※２－② 空床利用型事業所､併設事業所の取扱い

空床利用型事業所 ・老人福祉法に規定する特別養護老人ホームの設備基準を満たすことで足りる。

併設事業所 ・併設本体施設の設備を利用することにより効率的運営が可能であり、処遇上支障がない
場合は、当該併設本体施設の設備（居室を除く。）を指定短期入所生活介護の事業に用い
ることは可。
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８－２ 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護（ユニット型指定短期入所生活介護事業所）

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 類 短期入所生活介護 介護予防短期入所生活介護

申請者要件 法人であって、老人短期入所事業を行う施設又は老人短期入所施設を設置 同左
する者

人員基準 区分 職種・資格 員数等 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等
（※１）

従業者 ・医師 ・１名以上 短期入所生活介護
の事業と同一の事

・生活相談員 ・利用者数が１００人又はその端数を増すごと 業者により同一の
に１名以上(常勤換算方法) 事業所において一

・常勤１名以上(定員20人未満の併設事業所を除く) 体的に運営されて
いる場合について

・介護職員 ・常勤１名以上 ・利用者数が３ は、左に掲げる人
(定員20人未満の併設事業所を除く) 人又はその端 員、設備に関する

数を増すごと 基準を満たすこと
・看護師又は ・常勤１名以上 に１名以上 をもって基準を満
准看護師 (定員20人未満の併設事業所を除く) (常勤換算方法) たしているとみな

すことができる。
・栄養士 ・１名以上

定員40人未満の事業所であって､他の施設等の栄養士との連携を図ることにより
効果的な運営を期待でき､利用者の処遇に支障がない場合は､配置しなくても可

・機能訓練指 ・１名以上
導員 ･理学療法士､作業療法士､言語聴覚士､看護職員､柔道整復師又はあん摩ﾏｯｻー

ｼﾞ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者
（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、
柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置し た事
業所で6月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る)
・当該事業所の他の職務に従事することができる

・調理員その他の従業者 ・実情に応じた適当数

管理者 ・常勤専従１名
管理上支障がない場合､当該事業所の他の職務又は､同一敷地内の他事業所･施
設等の職務に従事可

※１ 空床利用型事業所、併設事業所の取扱い

空床利用型事業所 ・従業者の員数は、利用者を当該特別養護老人ホームの入所者とみなした場合の
特別養護老人ホームにおける従業者の基準を満たす数以上とする。

併設事業所 ・医師、栄養士及び機能訓練指導員は、併設する本体施設に配置されている場合
であって、当該本体施設の事業に支障を来さない場合は、兼務可。

・生活相談員、介護職員、看護職員の員数は、併設する本体施設と指定短期入所
生活介護事業所として確保すべき員数を、当該本体施設の入所者と指定短期入
所生活介護事業所の利用者の合算数により必要とされる員数とする。

27



設備基準 ・基本的事項 ・利用定員２０人以上(併設事業所の場合を除く) 短期入所生活介護
（※２） ・耐火建築物 の事業と同一の事

ただし､以下の 1 又は 2 に該当する場合はこの限りではない｡ 業者により同一の
1 次のいずれかの要件を満たす 2 階建て･平屋建ての場合は準耐火建築とすることができる｡ 事業所において一
(1) 居室等を 2 階､地階のいずれにも設けていない｡ 体的に運営されて
(2) 居室等を 2 階又は地階に設けている場合であって次のいずれにも該当する場合 いる場合について
ｱ 消防長等と相談し､非常災害に関する具体的計画に利用者の迅速かつ円滑な避難を確保するた は、左に掲げる人
めに必要な事項を定めていること｡ 員、設備に関する
ｲ 非常災害に関する具体的計画に伴う避難訓練を昼間･夜間において行うこと｡ 基準を満たすこと
ｳ 火災時の避難･消火等の協力を得ることについて､地域住民との連携体制が整備されて をもって基準を満
いること｡ たしているとみな

2 次いずれかの要件を満たし､知事が専門的知識を有する者の意見を聴いて火災に係る安全性が確保 すことができる。
されていると認められる木造かつ平屋建ての事業所にあっては耐火建築物又は準耐火建築物である
ことを要しない｡
(1) ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備の設置､天井等内装に難燃性材料の使用により初期消火､延焼の抑制

に配慮した構造であること｡
(2) 非常警報設備の設置等による火災の早期発見､通報体制が整備され円滑な消火活動が可能で

あること｡
(3) 避難口の増設等により円滑な避難が可能であり､避難訓練を頻繁に実施し､配置人員を増員

するなど火災時に円滑な避難が可能であること｡

・ユニット 定員 ・概ね１０人以下

居室 ・定員１人(必要と認められる場合は 2 人とすることも可)
・いずれかのユニットに属すること
・共同生活室に近接して一体的に設けること
・１人当たり床面積１０．６５㎡以上
・日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防災
等について十分考慮

共同生活室 ・いずれかのユニットに属すること
・当該ユニットの利用者が交流し、共同で日常
生活を営むための場所としてふさわしい形状
を有する

・２㎡×ユニットの利用定員以上の床面積を標
準

・必要な設備及び備品

洗面設備 ・居室ごとに設けるか、共同生活室ごとに適当
数設ける

・要介護者が使用するのに適したもの

便所 ・居室ごとに設けるか、共同生活室ごとに適当
数設ける

・要介護者が使用するのに適したもの

・浴室 ・要介護者が入浴するのに適したもの

・その他 ・医務室、調理室、洗濯室（又は洗濯場）、汚
物処理室、介護材料室を設けること

・廊下幅１．８ｍ以上（中廊下幅２．７ｍ以上）
一部の幅を拡張することにより、利用者、従
業者等の円滑な往来に支障がないと認められ
る場合は１．５ｍ以上（中廊下幅１．８ｍ以
上）

・常夜灯（廊下、共同生活室、便所その他必要
な場所）

・階段を設ける場合は、緩傾斜とする
・消火設備その他の非常災害用設備
・傾斜路１基以上(ﾕﾆｯﾄ又は浴室が2階以上にある場合で､ｴﾚﾍﾞ
ｰﾀｰを設けない場合)
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※２－① 浴室、医務室、調理室、洗濯室（又は洗濯場）、汚物処理室、介護材料室は、他の社会福祉施設等の
設備を利用することにより効率的運営が可能であり、処遇上支障がない場合は、設けなくても可。

※２－② 空床利用型事業所、併設事業所の取扱い

空床利用型事業 ・ユニット型特別養護老人ホームとして必要とされる設備を有することで足りる。
所

併設事業所 ・併設本体施設の設備を利用することにより効率的運営が可能であり、処遇上支
障がない場合は、当該併設本体施設の設備（ユニットを除く。）を指定短期入所生
活介護の事業に用いること可。

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条（準用） 第１２６条（準用） 第１３５条（準用） 第１３４条（準用）
・法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第１７３条 第１４０条の６ 第１５６条 第１５５条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所生活介護の取扱方針 第１７４条 第１４０条の７ － －
・指定介護予防短期入所生活介護の基本取扱方針 － － 第１４４条（準用） 第１４３条（準用）
・指定介護予防短期入所生活介護の具体的取扱方針 － － 第１４５条（準用） 第１４４条（準用）
・短期入所生活介護計画の作成 第１５６条（準用） 第１２９条（準用） － －
・介護 第１７５条 第１４０条の８ 第１６２条 第１６１条
・食事 第１７６条 第１４０条の９ 第１６３条 第１６２条
・機能訓練 第１５９条（準用） 第１３２条（準用） 第１４８条（準用） 第１４７条（準用）
・相談及び援助 第１６１条（準用） 第１３４条（準用） 第１５０条（準用） 第１４９条（準用）
・その他のサービスの提供 第１７７条 第１４０条１０ 第１６４条 第１６３条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・身体拘束等の禁止 － － 第１３７条（準用） 第１３６条（準用）
・緊急時等の対応 第１６３条（準用） 第１３６条（準用） 第１３８条（準用） 第１３７条（準用）
・管理者の責務 第５４条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第１７８条 第１４０条の１１ 第１５７条 第１５６条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１５８条 第１５７条
・定員の遵守 第１８０条 第１４０条の１２ 第１５９条 第１５８条
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１１１条（準用） 第１０４条（準用） 第１０６条（準用） 第１０５条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域等との連携 第１６６条（準用） 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第１６７条(準用) 第１３９条の２（準 第１４２条（準用） 第１４１条（準用）

用)
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９－１ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設である指定短期入所療養介護
事業所）

ｻｰﾋﾞｽ種別 短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護

申請者要件 介護老人保健施設の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師、薬剤師、看護 ・利用者を入所者とみなした場 短期入所療養介護の事業と同一の事業者
職員、介護職員、支 合における介護老人保健施設 により同一の事業所において一体的に運
援相談員、理学療法 の基準以上 営されている場合については､左に掲げ
士又は作業療法士、 る人員､設備に関する基準を満たすこと
栄養士 を持って基準を満たしていると見なすこ

とができる｡
設備基準 ・介護老人保健施設基準以上

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用) 第１３３条（準用)
・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条 第１８９条
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②（準 第１２６条②(準 第１３５条②(準 第１３４条②(準

用） 用) 用） 用）
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介 護 予 防 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 費 の 支 給 を 受 け る た め の 援 助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第１９３条 第１４５条 第１７７条 第１９０条
・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条 第１９１条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所療養介護の取扱方針 第１９４条 第１４６条 － －
・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 基 本 取 扱 方 針 － － 第１８３条 第１９６条
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条 第１９７条
・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条 第１９８条
・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条 第１９９条
・看護及び医学的管理の下における介護 第１９８条 第１５０条 第１８７条 第２００条
・食事の提供 第１９９条 第１５１条 第１８８条 第２０１条
・その他のサービスの提供 第２００条 第１５２条 第１８９条 第２０２条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第２０１条 第１５３条 第１７９条 第１９２条
・勤務体制の確保等 第１０８条(準用) 第１０１条（準用) 第１０３条（準用） 第１０２条（準用）
・定員の遵守 第２０２条 第１５４条 第１８０条 第１９３条
・非常災害対策 第１１０条（準用) 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１４４条（準用) 第１１８条（準用） 第１２２条（準用）） 第１２１条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域等との連携 第１６６条(準用) 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１条 第１９４条

30



９－２ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（介護老人保健施設であるユニット型指定短期入所療
養介護事業所）

ｻｰﾋﾞｽ種別 短期入所療養介護 介護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護

申請者要件 介護老人保健施設の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師、薬剤師、看護 ・利用者を入所者とみなした場合 短期入所療養介護の事業と同一の事業者に
職員、介護職員、支 における介護老人保健施設の基 より同一の事業所において一体的に運営さ

援相談員、理学療法 準以上 れている場合については､左に掲げる人
士又は作業療法士、 員､設備に関する基準を満たすことを持っ

栄養士 て基準を満たしていると見なすことができ
る｡

設備基準 ・ユニット型介護老人保健施設基準以上

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）
・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条（準用） 第１８９条（準用）

・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）

・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②(準用） 第１２６条②(準用） 第１３５条②(準用) 第１３４条②(準用)
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用）

・介 護 予 防 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 費 の 支 給 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用

・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）

・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第２０８条 第１５５条の５ 第１９３条 第２０６条

・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条（準用） 第１９１条（準用）
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所療養介護の取扱方針 第２０９条 第１５５条の６ － －

・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －
・指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針 － － 第１８３条（準用） 第１９６条（準用）

・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条（準用） 第１９７条（準用）
・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条（準用） 第１９８条（準用）

・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条（準用） 第１９９条（準用）
・看護及び医学的管理の下における介護 第２１０条 第１５５条の７ 第１９９条 第２１２条

・食事 第２１１条 第１５５条の８ 第２００条 第２１３条
・その他のサービスの提供 第２１２条 第１５５条の９ 第２０１条 第２１４条

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）

・運営規程 第２１３条 第１５５条の１０ 第１９４条 第２０７条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用) 第１０１条（準用） 第１９５条 第２０８条
・定員の遵守 第２１５条 第１５５条の１１ 第１９６条 第２０９条

・ﾕﾆｯﾄ型指定介護予防短期入所療養介護の提供に当たっての留意事項 － － 第１９８条 第２１１条
・非常災害対策 第１１０条（準用) 第１０３条（準用） 第１０５（準用） 第１０４（準用）

・衛生管理等 第１４４条（準用) 第１１８条（準用） 第１２２（準用） 第１２１（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域等との連携 第１６６条（準用) 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）

・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）

・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１（準用） 第１９４（準用）
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９－３ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（指定介護療養型医療施設である指定短期入所療養介護

事業所）

ｻｰﾋﾞｽ種類 短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護

申請者要件 指定介護療養型医療施設の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師、薬剤師、看護職 ・利用者を入院患者とみなした場合 短期入所療養介護の事業と同一の事業所に

員、介護職員、栄養士、 における指定介護療養型医療施設 より一体的に運営されている場合には､左

理学療法士又は作業療 の基準以上 に掲げる人員､設備に関する基準を満たす

法士 ことをもって基準を満たしているとみなす

設備基準 ・指定介護療養型医療施設基準以上 ことができる｡

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）

・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条（準用） 第１８９条（準用）

・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）

・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）

・要介護認定等の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）

・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）

・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②(準用) 第１２６条②(準用) 第１３５条②(準用) 第１３４条②(準用)

・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －

・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）

・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） － －

・介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 － － 第１７条（準用） 第１６条（準用）

・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）

・利用料等の受領 第１９３条 第１４５条 第１７７条 第１９０条

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）

・指定短期入所療養介護の取扱方針 第１９４条 第１４６条 － －

・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －

・指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針 － － 第１８３条 第１９６条

・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条 第１９７条

・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条 第１９８条

・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条 第１９９条

・看護及び医学的管理の下における介護 第１９８条 第１５０条 第１８７条 第２００条

・食事の提供 第１９９条 第１５１条 第１８８条 第２０１条

・その他のサービスの提供 第２００条 第１５２条 第１８９条 第２０２条

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）

・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）

・運営規程 第２０１条 第１５３条 第１７９条 第１９２条

・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１０３条（準用） 第１０２条（準用）

・定員の遵守 第２０２条 第１５４条 第１８０条 第１９３条

・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）

・衛生管理等 第１４４条（準用） 第１１８条（準用） 第１２２条（準用） 第１２１条（準用）

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）

・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） － －

・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 － － 第３４条（準用） 第３３条（準用）

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・地域等との連携 第１６６条（準用） 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）

・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）

・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１条 第１９４条
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９－４ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（指定介護療養型医療施設であるユニット型指定短期入
所療養介護事業所）

ｻｰﾋﾞｽ種別 短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護

申請者要件 指定介護療養型医療施設の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師、薬剤師、看護職 ・利用者を入院患者とみなした場合 短期入所療養介護の事業と同一の事業所によ
員、介護職員、栄養士、 における指定介護療養型医療施設 り一体的に運営されている場合には､左に掲
理学療法士又は作業療 の基準以上 げる人員､設備に関する基準を満たすことを
法士 もって基準を満たしているとみなすことがで

設備基準 ・ユニット型指定介護療養型医療施設基準以上 きる｡

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）
・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条（準用） 第１８９条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②(準用) 第１２６条②(準用) 第１３５条②(準用) 第１３４条②(準用)
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） － －
・介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 － － 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第２０８条 第１５５条の５ 第１９３条 第２０６条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所療養介護の取扱方針 第２０９条 第１５５条の６ － －
・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －
・指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針 － － 第１８３条（準用） 第１９６条（準用）
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条（準用） 第１９７条（準用）
・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条（準用） 第１９８条（準用）
・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条（準用） 第１９９条（準用）
・看護及び医学的管理の下における介護 第２１０条 第１５５条の７ 第１９９条 第２１２条
・食事 第２１１条 第１５５条の８ 第２００条 第２１３条
・その他のサービスの提供 第２１２条 第１５５条の９ 第２０１条 第２１４条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第２１３条 第１５５条の１０ 第１９４条 第２０７条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１９５条 第２０８条
・定員の遵守 第２１５条 第１５５条の１１ 第１９６条 第２０９条
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１４４条（準用） 第１１８条（準用） 第１２２条（準用） 第１２１条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） － －
・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 － － 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域等との連携 第１６６条（準用） 第１３９条（準用） 第１４７条（準用） 第１４６条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１条（準用） 第１９４条（準用）
・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条（準用） 第１９１条（準用）

・ﾕﾆ ｯ ﾄ 型 指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 提 供 に あ た っ て の 留 意 事 項 － － 第１９８条 第２１１条
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９－５ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（療養病床を有する病院又は診療所（９－３以外）であ
る指定短期入所療養介護事業所）

ｻｰﾋﾞｽ種類 短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護

申請者要件 療養病床を有する病院又は診療所（９－３以外）の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師、薬剤師、看護職 ・医療法に規定する基準以上 短期入所療養介護の事業と同一の事業所に
員、介護職員（看護補 より一体的に運営されている場合には､左
助者）、栄養士、理学療 に掲げる人員､設備に関する基準を満たす
法士又は作業療法士 ことをもって基準を満たしているとみなす

ことができる｡
設備基準 ・医療法に規定する基準以上

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）
・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条 第１８９条
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定等の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②(準用) 第１２６条②(準用 第１３５条②(準用) 第１３４条②(準用
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） － －
・介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 － － 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第１９３条 第１４５条 第１７７条 第１９０条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所療養介護の取扱方針 第１９４条 第１４６条 － －
・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －
・指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針 － － 第１８３条 第１９６条
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条 第１９７条
・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条 第１９８条
・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条 第１９９条
・看護及び医学的管理の下における介護 第１９８条 第１５０条 第１８７条 第２００条
・食事の提供 第１９９条 第１５１条 第１８８条 第２０１条
・その他のサービスの提供 第２００条 第１５２条 第１８９条 第２０２条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第２０１条 第１５３条 第１７９条 第１９２条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１０３条（準用） 第１０２条（準用）
・定員の遵守 第２０２条 第１５４条 第１８０条 第１９３条
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１４４条（準用） 第１１８条（準用） 第１２２条（準用） 第１２１条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） － －
・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 － － 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域等との連携 第１６６条（準用） 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１条 第１９４条
・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条 第１９１条
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９－６ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（療養病床を有する病院又は診療所（９－４以外）であ
るユニット型指定短期入所療養介護事業所）

ｻｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護

申請者要件 療養病床を有する病院又は診療所（９－４以外）の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師、薬剤師、看護職 ・医療法に規定する基準以上 短期入所療養介護の事業と同一の事業所に
員、介護職員（看護補 より一体的に運営されている場合には､左
助者）、栄養士、理学 に掲げる人員､設備に関する基準を満たす
療法士又は作業療法士 ことをもって基準を満たしているとみなす

ことができる｡
設備基準 ・医療法に規定する基準及びユニット型指定介護療養型医療施設基準以上

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）
・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条（準用） 第１８９条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②(準用) 第１２６条②(準用 第１３５条②(準用 第１３４条②(準用
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） － －
・介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 － － 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第２０８条 第１５５条の５ 第１９３条 第２０６条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所療養介護の取扱方針 第２０９条 第１５５条の６ － －
・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －
・指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針 － － 第１８３条（準用） 第１９６条（準用）
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条（準用） 第１９７条（準用）
・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条（準用） 第１９８条（準用）
・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条（準用） 第１９９条（準用）
・看護及び医学的管理の下における介護 第２１０条 第１５５条の７ 第１９９条 第２１２条
・食事 第２１１条 第１５５条の８ 第２００条 第２１３条
・その他のサービスの提供 第２１２条 第１５５条の９ 第２０１条 第２１４条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第２１３条 第１５５条の１０ 第１９４条 第２０７条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１９５条 第２０８条
・定員の遵守 第２１５条 第１５５条の１１ 第１９６条 第２０９条
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１４４条（準用） 第１１８条（準用） 第１２２条（準用） 第１２１条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） － －
・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 － － 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域等との連携 第１６６条（準用） 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１条（準用） 第１９４条（準用）
・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条（準用） 第１９１条（準用）
・ﾕﾆｯﾄ型指定 介護予防短期入所療養介護の提供にあたっての留意事項 － 第１９８条 第２１１条
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９－７ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟を有する病院である指定短

期入所療養介護事業所）

ｻｰﾋﾞｽ種別 短期入所療養介護 介護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護

申請者要件 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師及び薬剤師 ・医療法に規定する基準以上 短期入所療養介護の

・医師１名は当該事業の担当医師 事業と同一の事業所

により一体的に運営

・看護師又は准看護師 ・療養病棟につき、入院患者数が６ されている場合に

人又はその端数を増すごとに１名 は、左に掲げる人員、

以上（常勤換算方法） 設備に関する基準を

満たすことをもって

・介護職員 ・療養病棟につき、入院患者数が６ 基準を満たしている

人又はその端数を増すごとに１名 とみなすことができ

以上（常勤換算方法） る。

(経過措置として､当分の間は｢6｣を｢8｣と読み替える）

・栄養士 ・１名以上(病床数100以上の病院)

・作業療法士 ・療養病棟につき、常勤１名以上

経過措置として､当分の間は､療養病棟につき週に1日以

上ｻｰﾋﾞｽの提供に当たる作業療法士

・精神保健福祉士又はこれに準ずる者 ・療養病棟につき、常勤１名以上

設備基準 病室 ・病床数４以下

(病床転換による老人性認知症疾患療養病棟に係る病室については､｢4｣を｢6｣とする)

・床面積１人当たり６．０㎡以上

病棟 ・病床数×１８㎡以上

・廊下幅１．８ｍ以上（両側居室の場合２．１ｍ

以上）

病床転換による老人性認知症疾患療養病棟に係る病室に隣接する廊下について

は､ ｢1.8｣を ｢1.2｣と､｢2.1｣を ｢1.6｣とする

生活機能回復訓練室 ・６０㎡以上

・専用の器械及び器具

デイルーム及び面会室 ・合計面積：入院患者数×２㎡以上

食堂 ・１人当たり１㎡以上

・デイルームを食堂として利用可

浴室 ・できるだけひろいもの
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運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）

・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条 第１８９条

・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）

・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）

・要介護認定等の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）

・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）

・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②(準用) 第１２６条②(準用 第１３５条②(準用) 第１３４条②(準用

・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －

・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）

・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） － －

・介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 － － 第１７条（準用） 第１６条（準用）

・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）

・利用料等の受領 第１９３条 第１４５条 第１７７条 第１９０条

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）

・指定短期入所療養介護の取扱方針 第１９４条 第１４６条 － －

・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －

・指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針 － － 第１８３条 第１９６条

・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条 第１９７条

・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条 第１９８条

・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条 第１９９条

・看護及び医学的管理の下における介護 第１９８条 第１５０条 第１８７条 第２００条

・食事の提供 第１９９条 第１５１条 第１８８条 第２０１条

・その他のサービスの提供 第２００条 第１５２条 第１８９条 第２０２条

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）

・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）

・運営規程 第２０１条 第１５３条 第１７９条 第１９２条

・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１０３条（準用） 第１０２条（準用）

・定員の遵守 第２０２条 第１５４条 第１８０条 第１９３条

・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）

・衛生管理等 第１４４条（準用） 第１１８条（準用） 第１２２条（準用） 第１２１条（準用）

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）

・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） － －

・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 － － 第３４条（準用） 第３３条（準用）

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・地域等との連携 第１６６条（準用） 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）

・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）

・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１条 第１９４条

・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条 第１９１条
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９－８ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟を有する病院であるユニッ
ト型指定短期入所療養介護事業所）

ｻｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護

申請者要件 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師、薬剤師、看護職 ・９－７に示す人員基準 短期入所療養介護の事業と同一の事業所に
員、介護職員（看護補 より一体的に運営されている場合には､左
助者）、栄養士、作業 に掲げる人員､設備に関する基準を満たす
療法士、精神保健福祉 ことをもって基準を満たしているとみなす
士等 ことができる｡

設備基準 ・９－７に示す設備基準及びユニット型指定介護療養型医療施設（老人性
認知症疾患療養病棟を有するものに限る。）基準以上

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）
・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条（準用） 第１８９条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②(準用) 第１２６条②(準用 第１３５条②(準用) 第１３４条②(準用）
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） － －
・介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 － － 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第２０８条 第１５５条の５ 第１９３条 第２０６条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所療養介護の取扱方針 第２０９条 第１５５条の６ － －
・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －
・指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針 － － 第１８３条（準用） 第１９６条（準用）
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条（準用） 第１９７条（準用）
・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条（準用） 第１９８条（準用）
・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条（準用） 第１９９条（準用）
・看護及び医学的管理の下における介護 第２１０条 第１５５条の７ 第１９９条 第２１２条
・食事 第２１１条 第１５５条の８ 第２００条 第２１３条
・その他のサービスの提供 第２１２条 第１５５条の９ 第２０１条 第２１４条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第２１３条 第１５５条の１０ 第１９４条 第２０７条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１９５条 第２０８条
・定員の遵守 第２１５条 第１５５条の１１ 第１９６条 第２０９条
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１４４条（準用） 第１１８条（準用） 第１２２条（準用） 第１２１条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） － －
・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 － － 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域等との連携 第１６６条（準用） 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１条（準用） 第１９４条（準用）
・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条（準用） 第１９１条（準用）
・ﾕﾆ ｯ ﾄ 型 指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 提 供 に あ た っ て の 留 意 事 項 － － 第１９８条 第２１１条
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９－９ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（療養病床を有しない診療所（９－５以外）である指定
短期入所療養介護事業所）

ｻｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 別 短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護

申請者要件 診療所の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・看護師、准看護師、介 ・当該病棟につき、入院患者数が３ 短期入所療養介護の事業と同一の事業所に
護職員 人 又はその端数を増すごとに１名 より一体的に運営されている場合には､左

以上 （常勤換算方法） に掲げる人員､設備に関する基準を満たす
ことをもって基準を満たしているとみなす

設備基準 ・病室面積１人当たり６．４㎡以上 ことができる｡
・浴室、機能訓練を行う場所

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）

・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条 第１８９条
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）

・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定等の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）

・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②(準用) 第１２６条②(準用 第１３５条②(準用) 第１３４条②(準用）
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －

・介護予防サービス費の支給を受けるための援助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） － －

・介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供 － － 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）

・利用料等の受領 第１９３条 第１４５条 第１７７条 第１９０条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）

・指定短期入所療養介護の取扱方針 第１９４条 第１４６条 － －
・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －

・指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針 － － 第１８３条 第１９６条
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条 第１９７条

・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条 第１９８条
・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条 第１９９条

・看護及び医学的管理の下における介護 第１９８条 第１５０条 第１８７条 第２００条
・食事の提供 第１９９条 第１５１条 第１８８条 第２０１条

・その他のサービスの提供 第２００条 第１５２条 第１８９条 第２０２条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）

・運営規程 第２０１条 第１５３条 第１７９条 第１９２条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１０３条（準用） 第１０２条（準用）

・定員の遵守 第２０２条 第１５４条 第１８０条 第１９３条
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）

・衛生管理等 第１４４条（準用） 第１１８条（準用） 第１２２条（準用） 第１２１条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） － －

・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 － － 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・地域等との連携 第１６６条（準用） 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１条 第１９４条
・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条 第１９１条
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９－ 10 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（介護医療院である指定短期入所療養介護事業所）

ｻｰﾋﾞｽ種別 短期入所療養介護 介護予防短期入所療養介護

申請者要件 介護医療院の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師、薬剤師、看護 ・利用者を入所者とみなした場 短期入所療養介護の事業と同一の事業者
職員、介護職員、理 合における介護医療院の基準 により同一の事業所において一体的に運
学療法士又は作業療 以上 営されている場合については､左に掲げ
法士、栄養士 る人員､設備に関する基準を満たすこと

を持って基準を満たしていると見なすこ
設備基準 ・介護医療院施設基準以上 とができる｡

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用) 第１３３条（準用)
・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条 第１８９条
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②（準 第１２６条②(準 第１３５条②(準 第１３４条②(準

用） 用) 用） 用）
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） － －
・介 護 予 防 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 費 の 支 給 を 受 け る た め の 援 助 － － 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第１９３条 第１４５条 第１７７条 第１９０条
・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条 第１９１条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所療養介護の取扱方針 第１９４条 第１４６条 － －
・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 基 本 取 扱 方 針 － － 第１８３条 第１９６条
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条 第１９７条
・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条 第１９８条
・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条 第１９９条
・看護及び医学的管理の下における介護 第１９８条 第１５０条 第１８７条 第２００条
・食事の提供 第１９９条 第１５１条 第１８８条 第２０１条
・その他のサービスの提供 第２００条 第１５２条 第１８９条 第２０２条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第２０１条 第１５３条 第１７９条 第１９２条
・勤務体制の確保等 第１０８条(準用) 第１０１条（準用) 第１０３条（準用） 第１０２条（準用）
・定員の遵守 第２０２条 第１５４条 第１８０条 第１９３条
・非常災害対策 第１１０条（準用) 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１４４条（準用) 第１１８条（準用） 第１２２条（準用）） 第１２１条（準用）
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域等との連携 第１６６条(準用) 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１条 第１９４条
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９－11 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護（介護医療院であるユニット型指定短期入所療養介護
事業所）

ｻｰﾋﾞｽ種別 短期入所療養介護 介護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護

申請者要件 介護医療院の開設者 同左

人員基準 区分 職種・資格 員数 職 種 ･ 資 格 ､ 員 数 等

従業者 ・医師、薬剤師、看護 ・利用者を入所者とみなした場合 短期入所療養介護の事業と同一の事業者に
職員、介護職員、理 における介護医療院の基準以上 より同一の事業所において一体的に運営さ

学療法士又は作業療 れている場合については､左に掲げる人
法士、栄養士 員､設備に関する基準を満たすことを持っ

て基準を満たしていると見なすことができ
設備基準 ・ユニット型介護医療院施設基準以上 る｡

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び同意 第１５２条（準用） 第１２５条（準用） 第１３４条（準用） 第１３３条（準用）
・対象者 第１９２条 第１４４条 第１７６条（準用） 第１８９条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）

・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）

・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）

・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・指定短期入所生活介護の開始及び終了 第１５３条②(準用） 第１２６条②(準用） 第１３５条②(準用) 第１３４条②(準用)

・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用）

・介 護 予 防 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 費 の 支 給 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用

・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）

・利用料等の受領 第２０８条 第１５５条の５ 第１９３条 第２０６条
・身体的拘束等の禁止 － － 第１７８条（準用） 第１９１条（準用）

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定短期入所療養介護の取扱方針 第２０９条 第１５５条の６ － －
・短期入所療養介護計画の作成 第１９５条 第１４７条 － －

・指定介護予防短期入所療養介護の基本取扱方針 － － 第１８３条（準用） 第１９６条（準用）
・指 定 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第１８４条（準用） 第１９７条（準用）

・診療の方針 第１９６条 第１４８条 第１８５条（準用） 第１９８条（準用）
・機能訓練 第１９７条 第１４９条 第１８６条（準用） 第１９９条（準用）

・看護及び医学的管理の下における介護 第２１０条 第１５５条の７ 第１９９条 第２１２条
・食事 第２１１条 第１５５条の８ 第２００条 第２１３条

・その他のサービスの提供 第２１２条 第１５５条の９ 第２０１条 第２１４条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）

・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第２１３条 第１５５条の１０ 第１９４条 第２０７条

・勤務体制の確保等 第１０８条（準用) 第１０１条（準用） 第１９５条 第２０８条
・定員の遵守 第２１５条 第１５５条の１１ 第１９６条 第２０９条
・ﾕﾆｯﾄ型指定介護予防短期入所療養介護の提供に当たっての留意事項 － － 第１９８条 第２１１条

・非常災害対策 第１１０条（準用) 第１０３条（準用） 第１０５（準用） 第１０４（準用）
・衛生管理等 第１４４条（準用) 第１１８条（準用） 第１２２（準用） 第１２１（準用）

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）

・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・地域等との連携 第１６６条（準用) 第１３９条（準用） 第１４１条（準用） 第１４０条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２０３条 第１５４条の２ 第１８１（準用） 第１９４（準用）
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１０－１ 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護

ｻｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 類 特定施設入居者生活介護 介護予防特定施設入居者生活介護

申請者要件 法人であって、有料老人ホーム、養護老人ホーム又は軽費老人ホー 同左
ムの設置者

人員基準 区分 職種 員数・資格等 職 種 ､ 員 数 ･ 資 格 等

従業者 ・生 活 相 談 員 ・要介護者である利用者数が１００人又はそ ・総利用者数が１００人
の端数を増すごとに１名以上（常勤換算方 又はその端数を増すご
法） とに１名以上(常勤換算方法)

・常勤１名以上 ・常勤１名以上

・看護師又は准看護 ・要介護者である利用者数に応じて次の員 ・要介護者である利 ・総利用者数に応じて次の 要介護者の利用
師 数が必要(常勤換算方法) 用者数が３人又は 員数が必要(常勤換算方 者に、要支援１

～ 30→１名 その端数を増すご 法) 及び要支援２と
31 ～ 80→２名 とに１名以上 ～ 30→1名 して認定を受け
81 ～ 130→３名 （常勤換算方法） 31～ 80→2名 ている利用者１
131 ～ →４名 81～130→3名 人を要介護者
(50名ごとに1増) 131～ →4名 ０．３人と換算
・常勤１名以上 (50名ごとに1増) して合計した利

・常勤1名以上 用者数をもと
に、３人又はそ

・介 護 職 員 ・常に１名以上 ・常に 1 名以上 の端数を増すご
※ただし､宿直時間帯にあ とに１名以上必

っては､この限りではな 要
い｡

・機能訓練指導員 ・１名以上 特定施設入居者生活介護
・理学療法士､作業療法士､言語聴覚士､看護職員､柔道整復師又はあん摩ﾏｯ の事業と同一の事業者に
ｻーｼﾞ指圧師、はり師又はきゅう師の資格を有する者 より同一の事業所におい

（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、 て一体的に運営されてい
柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置し る場合については、左に
た事業所で6月以上機能訓練指導に従事した経験を有する者に限る) 掲げる人員、設備に関す
・当該特定施設の他の職務に従事可 る基準を満たすことをも

って基準を満たしている
・計画作成担当者 ・専従１名以上 とみなすことができる。

・要介護者である利用者の処遇に支障がない場合は当該特定施設における他の
職務に従事可

・要介護者である利用者数が100人又はその端数を増すごとに1名を標準
・介護支援専門員であること

管理者 ・専従１名
管理上支障がない場合､当該特定施設の他の職務又は､同一敷地内の他事業
所･施設等の職務に従事可

設備基準 ・耐火建築物又は準耐火建築物
※ なお､次のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての事業所の建物で､火災の際の必要な安全性が確保され､かつ､適切

な火災の予防及び消火活動を行うことが可能であると認めたときは､耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない｡
･ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備の設置等により､初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造
･非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備され､円滑な消火活動が可能
･避難口の増設､十分な幅員を有する避難路の確保等による円滑な避難が可能な構造で､かつ､避難訓練の頻繁な実施､又
は配置人員を増員等により円滑な避難が可能

・介護居室 ・居室の定員１人
(利用者の処遇上必要と認められるられる場合2人可)

・プライバシーの保護に配慮し介護を行える
適当な広さ

・地階不可
・避難口
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・一時介護室 ・適当な広さ
(他に利用者を一時的に移して介護を行うための室が確保できる場合は､設けなくて
も可)

・浴室 ・身体の不自由な者が入浴するのに適したも
の

・便所 ・居室のある階ごとに設置
・非常用設備

・食堂 ・機能を発揮し得る適当な広さ

・機能訓練室 ・適当な広さ
(他に機能訓練を行うための適当な広さを確保できる場合は､設けなくても可)

・利用者が車椅子で円滑に移動できることが可能な空間と構造

・消火設備その他非常災害に際して必要な設備
・上記のほか、建築基準法及び消防法の定める構造設備

運営基準 内 容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び契約の締結等 第２２１条 第１７８条 第２０７条 第２３４条
・指 定 特 定 施 設 入 所 者 生 活 介 護 の 提 供 の 開 始 等 第２２２条 第１７９条 － －
・指 定 介 護 予 防 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 の 提 供 の 開 始 等 － － 第２０８条 第２３５条
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ を 受 け る た め の 利 用 者 の 同 意 第２２３条 第１８０条 第２０９条 第２３６条
・サービスの提供の記録 第２２４条 第１８１条 第２１０条 第２３７条
・利用料等の受領 第２２５条 第１８２条 第２１１条 第２３８条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指 定 特 定 施 設 入 所 者 生 活 介 護 の 提 供 の 取 扱 方 針 第２２６条 第１８３条 － －
・特定施設サービス計画の作成 第２２７条 第１８４条 － －
・介護 第２２８条 第１８５条 第２２１条 第２４８条
・機能訓練 第１５９条（準用） 第１３２条（準用） 第１４８条（準用） 第１４７条（準用）
・相談及び援助 第２３０条 第１８７条 第２２３条 第２５０条
・利用者の家族との連携等 第２３１条 第１８８条 第２２４条 第２５１条
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・緊急時等の対応 第５５条（準用） 第５１条（準用） 第５３条（準用） 第５１条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・身体的拘束等の禁止 － － 第２１２条 第２３９条
・運営規程 第２３２条 第１８９条 第２１３条 第２４０条
・勤務体制の確保等 第２３３条 第１９０条 第２１４条 第２４１条
・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）
・衛生管理等 第１１１条（準用） 第１０４条（準用） 第１０６条（準用） 第１０５条（準用）
・協力医療機関等 第２３４条 第１９１条 第２１５条 第２４２条
・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用）
・居 宅 介 護 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） － －
・介 護 予 防 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 － － 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・地域との連携等 第２３５条 第１９１条の２ 第２１６条 第２４３条
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２３６条 第１９１条の３ 第２１７条 第２４４条
・指 定 介 護 予 防 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 の 基 本 的 取 扱 方 針 － － 第２１９条 第２４６条
・指 定 介 護 予 防 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第２２０条 第２４７条
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１０－２ 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護・外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活

介護

ｻｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 類 外部サービス利用型特定施設入居者生活介護 外部ｻｰﾋﾞｽ利用型介護予防特定

施設入居者生活介護

申請者要件 法人であって、有料老人ホーム、軽費老人ホーム及び養護老人ホームの 同左

設置者

人員基準 区分 職種 員数・資格等 職 種 ､ 員 数 ･ 資 格 等

従業者 ・生 活 相 談 員 ・要介護者である利用者数が１００人又はその端 ・要介護者･要支援者である利用者数

数を増すごとに１名以上（常勤換算方法） が100人又はその端数を増すごとに1名以

・常勤１名以上 上(常勤換算方法)

・常勤1名以上

・介護職員 ・要介護者である利用者数が１０人又はその端数 ・利用者の数が30又はその端数を増

を増すごとに１人以上（常勤換算方法） すごとに1人以上(常勤換算方法)

・計画作成担当者 ・要介護者である利用者数が１００人又はその端 ・要介護･要支援者である利用者数が

数を増すごとに１名を標準 100人又はその端数を増すごとに1名を標

・介護支援専門員であること 準

養護老人ﾎｰﾑの事業者が指定を受けようとする場合は､平成21年3月31日 ・介護支援専門員であること

までに限り､介護支援専門員ではなくても可｡

管理者 ・専従１名 ・専従１名

管理上支障がない場合、当該特定施設の 管理上支障がない場合､当該特定

他の職務又は、同一敷地内の他事業所・ 施設の他の職務又は､同一敷地内

施設等の職務に従事可 の他事業所･施設等の職務に従事

可

設備基準 ・耐火建築物又は準耐火建築物 特定施設入居者生活介

※ なお､次のいずれかの要件を満たす木造かつ平屋建ての事業所の建物で､火災の際の必要な安全性が確保され､かつ､適切な火災の 護の事業と同一の事業

予防及び消火活動を行うことが可能であると認めたときは､耐火建築物又は準耐火建築物とすることを要しない｡ 者により同一の事業所

･ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ設備の設置等により､初期消火及び延焼の抑制に配慮した構造 において一体的に運営

･非常警報設備の設置等による火災の早期発見及び通報の体制が整備され､円滑な消火活動が可能 されている場合につい

･避難口の増設､十分な幅員を有する避難路の確保等による円滑な避難が可能な構造で､かつ､避難訓練の頻繁な実施､又は配置人 ては、左に掲げる人員、

員を増員すること等により円滑な避難が可能 設備に関する基準を満

たすことをもって基準

・介護居室 ・居室の定員１人 を満たしているとみな

(利用者の処遇上必要と認められるられる場合2人可) すことができる。

・プライバシーの保護に配慮し介護を行える適

当な広さ

・地階不可

・非常通報装置又はこれに代わる設備

・浴室 ・身体の不自由な者が入浴するのに適したもの
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・便所 ・居室のある階ごとに設置

・非常用設備

・食堂 ・機能を発揮し得る適当な広さ

・利用者が車椅子で円滑に移動できることが可能な空間と構造

・消火設備その他非常災害に際して必要な設備

・上記のほか、建築基準法及び消防法の定める構造設備

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令

・内容及び手続の説明及び契約の締結等 第２４３条 第１９２条の７ 第２３１条 第２５８条

・受託居宅（介護予防）サービスの提供 第２４４条 第１９２条の８ 第２３６条 第２６３条

・指定特定施設入所者生活介護の提供の開始等 第２２２条（準用） 第１７９条（準用） － －

・指 定 介 護 予 防 特 定 施 設 入 所 者 生 活 介 護 の 提 供 の 開 始 等 － － 第２０８条（準用） 第２３５条（準用）

・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）

・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －

・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）

・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ を 受 け る た め の 利 用 者 の 同 意 第２２３条（準用） 第１８０条（準用） 第２０９条（準用） 第２３６条（準用）

・サービスの提供の記録 第２２４条（準用） 第１８１条（準用） 第２１０条（準用） 第２３７条（準用）

・利用料等の受領 第２２５条（準用） 第１８２条（準用） 第２１１条（準用） 第２３８条（準用）

・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）

・指定特定施設入所者生活介護の提供の取扱方針 第２２６条（準用） 第１８３条（準用） － －

・特定施設サービス計画の作成 第２２７条（準用） 第１８４条（準用） － －

・相談及び援助 第２３０条（準用） 第１８７条（準用） 第２２３条（準用） 第２５０条（準用）

・利用者の家族との連携等 第２３１条（準用） 第１８８条（準用） 第２２４条（準用） 第２５１条（準用）

・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）

・緊急時等の対応 第５５条（準用） 第５１条（準用） 第５３条（準用） 第５１条（準用）

・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）

・身体的拘束等の禁止 － － 第２１２条（準用） 第２３９条（準用）

・運営規程 第２４５条 第１９２条の９ 第２３２条 第２５９条

・受託居宅(介護予防)サービス事業者への委託 第２４６条 第１９２条の１０ 第２３３条 第２６０条

・勤務体制の確保等 第２３３条 第１９０条（準用） 第２１４条（準用） 第２４１条（準用）

・非常災害対策 第１１０条（準用） 第１０３条（準用） 第１０５条（準用） 第１０４条（準用）

・衛生管理等 第１１１条（準用） 第１０４条（準用） 第１０６条（準用） 第１０５条（準用）

・協力医療機関等 第２３４条（準用） 第１９１条（準用） 第２１５条（準用） 第２４２条（準用）

・掲示 第３４条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用）

・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）

・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用）

・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） － －

・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 － － 第３４条（準用） 第３３条（準用）

・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）

・地域等との連携 第２３５条(準用) 第１９１条の 2(準用) 第２１６条（準用） 第２４３条（準用）

・事故発生時の対応 第３９条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）

・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）

・記録の整備 第２４７条 第１９２条の１１ 第２３４条 第２６１条

・指 定 介 護 予 防 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 の 基 本 的 取 扱 方 針 － － 第２１９条（準用） 第２４６条（準用）

・指 定 介 護 予 防 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第２２０条（準用） 第２４７条（準用）
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１１ 福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与

ｻｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 類 福祉用具貸与 介 護 予 防 福 祉 用 具 貸 与

申請者要件 法人 同左

人員基準 区分 職種 員数・資格等 職 種 ､ 員 数 ･ 資 格 等

従業者 ・福祉用具専 ・２名以上（常勤換算方法） 福祉用具貸与の事
門相談員 介護福祉士､義肢装具士､保健師､看護師､准看護師､理学療法士､作業療法士､ 業と同一の事業者
※１ 社会福祉士､都道府県知事指定講習修了者 により同一の事業

所において一体的
管理者 ・常勤専従１名 に運営されている

管理上支障がない場合､当該事業所の他職務､又は､同一敷地内の他事業所､施 場合については、
設等の職務に従事可 左に掲げる人員、

設備に関する基準
設備基準 ・保 管 の た め の 設 備 ・清潔 ・保管又は消毒を他 を満たすことをも

・既に消毒又は補修がされている福祉用具とそれ の事業者に行わせ って基準を満たし
以外の福祉用具を区分可能 る場合は、設置しなく ているとみなすこ

ても可 とができる。
・消 毒 の た め の 器 材 ・適切な消毒効果

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・居宅介護支援事業者等との連携 第１５条（準用） 第１４条（準用） － －
・介護予防支援事業者等との連携 － － 第１５条（準用） 第１４条（準用）
・法 定 代 理 受 領 ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 を 受 け る た め の 援 助 第１６条（準用） 第１５条（準用） 第１６条（準用） 第１５条（準用）
・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 に 沿 っ た ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ の 提 供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・居 宅 ( 介 護 予 防 ) ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ 計 画 等 の 変 更 の 援 助 第１８条（準用） 第１７条（準用） 第１８条（準用） 第１７条（準用）
・身分を証する書類の携行 第１９条（準用） 第１８条（準用） 第１９条（準用） 第１８条（準用）
・サービスの提供の記録 第２０条（準用） 第１９条（準用） 第２０条（準用） 第１９条（準用）
・利用料等の受領 第２５３条 第１９７条 第２４２条 第２６９条
・保険給付の請求のための証明書の交付 第２２条（準用） 第２１条（準用） 第２２条（準用） 第２１条（準用）
・指定福祉用具貸与の基本取扱方針 第２５４条 第１９８条 － －
・指定福祉用具貸与の具体的取扱方針 第２５５条 第１９９条 － －
・指定介護予防福祉用具貸与の基本取扱方針 － － 第２５０条 第２７７条
・指定介護予防福祉用具貸与の具体的取扱方針 － － 第２５１条 第２７８条
・福祉用具貸与計画の作成 第２５６条 第１９９条の２ 第２５２条 第２７８条の２
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・運営規程 第２５７条 第２００条 第２４３条 第２７０条
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用） 第１０１条（準用） 第１０３条（準用) 第１０２条（準用）
・適切な研修の機会の確保 第２５８条 第２０１条 第２４４条 第２７１条
・福祉用具の取扱種目 第２５９条 第２０２条 第２４５条 第２７２条
・衛生管理等 第２６０条 第２０３条 第２４６条 第２７３条
・掲示及び目録の備え付け 第２６１条 第２０４条 第２４７条 第２７４条
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用）
・居 宅 介 護 ( 介 護 予 防 ) 支 援 事 業 者 に 対 す る 利 益 供 与 の 禁 止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・記録の整備 第２６２条 第２０４条の２ 第２４８条 第２７５条

※１ 次に掲げる事業者の指定も併せて受ける場合であって、当該指定に係る事業所と一体的に運営される場
合については、各事業の基準で規定する、福祉用具専門相談員の員数を満たすことをもって、福祉用具
貸与で規定する福祉用具専門相談員の員数を満たしているものとみなすことができる。（設備及び備品等
についても同様）
・指定特定福祉用具販売事業者
・指定特定介護予防福祉用具販売事業者

46



１２ 特定福祉用具販売・特定介護予防福祉用具販売

ｻｰ ﾋ ﾞ ｽ 種 類 特定福祉用具販売 特定 介 護 予 防 福 祉 用 具 販 売

申請者要件 法人 同左

人員基準 区分 職種 員数・資格 職 種 ､ 員 数 ･ 資 格 等

従業者 ・福祉用具専 ・２名以上（常勤換算方法） 特定福祉用具販売の
門相談員 介護福祉士､義肢装具士､保健師､看護師､准看護師､理学療法士､作業療法士､ 事業と同一の事業者
※１ 社会福祉士､養成研修修了者[介護職員基礎研修課程・訪問介護員養成研修（1級 により同一の事業所

･2級課程修了者)]､都道府県知事指定講習修了者 において一体的に運
営されている場合に

管理者 ・常勤専従１名 ついては、左に掲げ
管理上支障がない場合､当該事業所の他の職務､又は､同一敷地内にある他の事 る人員、設備に関す
業所等の職務に従事することが可能 る基準を満たすこと

をもって基準を満た
設備基準 ・事業の運営を行うために必要な広さの区画を有すること しているとみなすこ
※１ ・特定福祉用具販売の提供に必要なその他の設備及び備品等を備える とができる。

こと

運営基準 内容 道条例 国省令 道条例 国省令
・内容及び手続の説明及び同意 第９条（準用） 第８条（準用） 第９条（準用） 第８条（準用）
・提供拒否の禁止 第１０条（準用） 第９条（準用） 第１０条（準用） 第９条（準用）
・サービス提供困難時の対応 第１１条（準用） 第１０条（準用） 第１１条（準用） 第１０条（準用）
・受給資格等の確認 第１２条（準用） 第１１条（準用） 第１２条（準用） 第１１条（準用）
・要介護認定の申請に係る援助 第１３条（準用） 第１２条（準用） － －
・要支援認定の申請に係る援助 － － 第１３条（準用） 第１２条（準用）
・心身の状況等の把握 第１４条（準用） 第１３条（準用） 第１４条（準用） 第１３条（準用）
・居宅介護支援事業者等との連携 第１５条（準用） 第１４条（準用） 第１５条（準用） 第１４条（準用）
・居宅サービス計画に沿ったサービスの提供 第１７条（準用） 第１６条（準用） 第１７条（準用） 第１６条（準用）
・居宅サービス計画等の変更の援助 第１８条（準用） 第１７条（準用） 第１８条（準用） 第１７条（準用）
・身分を証する書類の携行 第１９条（準用） 第１８条（準用） 第１９条（準用） 第１８条（準用）
・利用者に関する市町村への通知 第２７条（準用） 第２６条（準用） 第２４条（準用） 第２３条（準用）
・衛生管理等 第３２条（準用） 第３１条（準用） 第３０条（準用） 第２９条（準用）
・秘密保持等 第３５条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用） 第３１条（準用）
・広告 第３６条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用） 第３２条（準用）
・居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 第３７条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用） 第３３条（準用）
・苦情処理 第３８条（準用） 第３６条（準用） 第３５条（準用） 第３４条（準用）
・事故発生時の対応 第４０条（準用） 第３７条（準用） 第３７条（準用） 第３５条（準用）
・会計の区分 第４１条（準用） 第３８条（準用） 第３８条（準用） 第３６条（準用）
・管理者の責務 第５６条（準用） 第５２条（準用） 第５４条（準用） 第５２条（準用）
・勤務体制の確保等 第１０８条（準用) 第１０１条（準用） 第１０３条（準用) 第１０２条（準用）
・指定福祉用具販売の基本取扱方針 第２５４条（準用) 第１９８条（準用） － －
・指定特定福祉用具販売の具体的取扱方針 第２７３条 第２１４条 － －
・指定特定介護予防福祉用具販売の基本取扱方針 － － 第２６４条 第２９０条
・指 定 特 定 介 護 予 防 福 祉 用 具 販 売 の 具 体 的 取 扱 方 針 － － 第２６５条 第２９１条
・特定福祉用具販売計画の作成 第２７４条 第２１４条の２ － －
・特定介護予防福祉用具販売計画の作成 第２６６条 第２９２条
・運営規程 第２５７条（準用) 第２００条（準用） 第２４３条（準用) 第２７０条（準用）
・適切な研修の機会の確保 第２５８条（準用) 第２０１条（準用） 第２４４条（準用) 第２７１条（準用）
・福祉用具の取扱種目 第２５９条（準用) 第２０２条（準用） 第２４５条（準用) 第２７２条（準用）
・掲示及び目録の備え付け 第２６１条（準用) 第２０４条（準用） 第２４７条（準用) 第２７４条（準用）
・サービス提供の記録 第２７０条 第２１１条 第２５９条 第２８５条
・販売費用の額等の受領 第２７１条 第２１２条 第２６０条 第２８６条
・保険給付の申請に必要となる書類等の交付 第２７２条 第２１３条 第２６１条 第２８７条
・記録の整備 第２７５条 第２１５条 第２６２条 第２８８条

※１ 次に掲げる事業者の指定も併せて受ける場合であって、当該指定に係る事業所と一体的に運営される場合
については、各事業の基準で規定する、福祉用具専門相談員の員数を満たすことをもって、特定福祉用具
販売で規定する福祉用具専門相談員の員数を満たしているものとみなすことができる。（設備及び備品等に
ついても同様。）
・指定福祉用具貸与事業者
・指定介護予防福祉用具貸与事業者
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